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１　基礎情報 2020年8月1日現在

役員数 9 人 (都派遣職員 4 人 都退職者 2 人）

常勤役員数 4 人 (都派遣職員 1 人 都退職者 2 人）

非常勤役員数 5 人 (都派遣職員 3 人 都退職者 0 人）

1,987 人 (都派遣職員 95 人 都退職者 184 人）

624 人

3,422 株

100,000 千円

2,752 株

80.4 ％

230 株

170 株

120 株

150 株 その他 2

その他資産
・立川ビル　東京都立川市柴崎町3‒6‒14
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他

発行株式数

都持株数

都持株比率

資本金

他の出資団体の
持株数

損害保険ジャパン株式会社

株式会社みずほ銀行

みずほ信託銀行株式会社

団体

団体の使命
　首都東京の水道システムを最前線で支え、安全でおいしい高品質な水道水を安定的に供
給し、総合的な事業運営ノウハウで、お客さまに質の高いサービスを提供するとともに、
国内外事業体の経営基盤強化を支援し、持続可能な水道事業運営に貢献する。

事業概要

・管路施設管理
・浄水施設管理
・コンサルティング・調査
・水道料金徴収業務等の公益事業に係る各種事務処理の代行
・コールセンターの構築・運営
・ＩＴサービス業務
・その他

役
職
員
数

常勤職員数

非常勤職員数

所在地 東京都新宿区西新宿6‒5‒1　新宿アイランドタワー37階

東京水道株式会社
(所管局) 水道局

設立年月日 2020年4月1日（東京水道株式会社としての業務開始日）



２　財務情報（２０１９年度決算・単位：千円）　東京水道サービス株式会社分

売上高 構成割合 損益

14,759,773 100% 337,640

738,229

9,136,575 60.9% 356,271

4,151,138 28.7% 11,712

1,462,568 10.4% △ 36,989

9,492 0.0% 6,645

※固定資産への投資額：439,401

売 上 高 内 訳

＜都財政受入額　内訳＞ ＜人件費等　内訳＞

管路管理事業 9,136,575 8,663,959

浄水施設管理事業 4,151,138 558,507

コンサル・調査事業 1,051,926

1 5,087,840 3 2,086,163

2,683,925

2,086,163

2,403,916 4 1,516,598

2 2,601,137

1,402,294 1,516,598

300,000 3,602,761

898,842

5 100,000

6 4,503,826

7 △ 517,610

4,086,216

7,688,977 7,688,977

※計数処理の関係で合計が合わない場合があります。

剰余金

　純資産合計

　資産合計 　負債・純資産合計

その他

有価証券 　負債合計

その他 （純資産の部）

資本金

その他

その他 固定負債

固定資産 借入金・社債

固定資産 その他

貸
借
対
照
表

（資産の部） （負債の部）

流動資産 流動負債

現金及び預金 借入金・社債

有価証券

事
業
別
損
益

区分 構成割合 営業費用

給料等

営 業 費 用 内 訳

労務費

管路管理事業 61.9% 8,780,304

浄水施設管理事業 28.1% 4,139,426

コンサル・調査事業 9.9% 1,499,557

その他事業 0.1% 2,847

事業全体 100% 14,422,133

（償却前損益）

都財政受入額

14,339,638 

国内自主事業

162,667 

海外自主事業

257,467 

人件費等

9,222,466 
外注費

2,824,894 

その他 2,374,773 



２　財務情報（２０１９年度決算・単位：千円）　株式会社ＰＵＣ分

売上高 構成割合 損益

14,174,624 100% △ 521,836

290,785

6,524,021 42.8% 233,521

7,650,603 57.2% △ 755,357

※固定資産への投資額：409,574

売 上 高 内 訳

＜都財政受入額　内訳＞ ＜人件費等　内訳＞

カスタマーサービス事業 6,105,264 4,737,792

ＩＴ事業 7,327,127 501,385

929,147

361,270

1 3,992,529 3 2,485,979

317,169

2,485,979

3,675,360 4 3,098,338

2 4,703,228

1,980,561 3,098,338

806,535 5,584,317

1,916,131

5 100,000

6 3,007,463

7 3,977

3,111,440

8,695,757 8,695,757

※計数処理の関係で合計が合わない場合があります。

剰余金

その他

　純資産合計

　資産合計 　負債・純資産合計

有価証券 　負債合計

その他 （純資産の部）

資本金

その他

その他 固定負債

固定資産 借入金・社債

固定資産 その他

労務厚生費及び職員厚生費
労務退職給付費用及び

職員退職給付費用

貸
借
対
照
表

（資産の部） （負債の部）

流動資産 流動負債

現金及び預金 借入金・社債

有価証券

事
業
別
損
益

区分 構成割合 営業費用

給料

営 業 費 用 内 訳

労務費

カスタマーサービス事業 46.0% 6,290,500

ＩＴ事業 54.0% 8,405,960

事業全体 100% 14,696,460

（償却前損益）

都財政受入額

13,432,391 

自主事業（ＣＳ）

418,757 

自主事業（ＩＴ）

323,476 

人件費等

6,529,594 

外注加工費

3,449,853 

電算機器賃借料

1,539,490 

その他 3,177,523 



２－１　２０１５年度以降の事業実施状況（東京水道サービス株式会社分）

≪「売上高」、「都財政受入額」、「職員数」の推移からの分析≫

２－１－１　売上高から見る事業動向

２－１－２　都財政受入額の推移から見る都施策との連動性

２－１－３　社員数の推移から見る経営状況

社員数(単位：人)

都退職者　社員数(単位：人)

○　2016年度まで売上高は増加傾向にあったが、
  2017度以降は水道局からの受託規模の縮小に伴
　い、売上高が減少している。

○　2016年度まで都財政受入額は増加傾向にあっ
　たが、2017年度以降は水道局からの受託規模の
　縮小に伴い、都財政受入額が減少している。
○　一方、自主事業の売上高は2016年度から増加
　しているため、社全体の売上高に占める都財政
　受入額の割合は低下している。

○　2019年度の社員数については、2018年度と比
　較して、非常勤社員が増加した一方、都派遣職
　員、固有社員、その他常勤社員が減少し、全体
　として社員数は減少している。
○　また、都退職者についても、人数、比率とも
　に減少傾向にある。
○　なお、都派遣職員、都退職者は、水道局との
　調整、固有社員への技術移転・指導等を担って
　いる。

16,688 17,348 16,134
15,479

14,760

2015 2016 2017 2018 2019

売上高(単位:百万円)

16,328 17,119 
15,732 15,065 14,340 

97.8% 98.7% 97.5% 97.3% 97.2%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2015 2016 2017 2018 2019

都財政受入額(単位:百万円)

都財政受入額委託料 売上に占める都財政受入額の割合

41 40 44 40
33

1087
1108

1146 1153 1087

10 25 0 0 0
151 151 151 151

131

192 199 200 200 269

2.8% 2.6% 2.9% 2.6% 2.2%
0

500

1000

1500

2015 2016 2017 2018 2019
非常勤社員 その他常勤社員

常勤嘱託社員 固有社員

都派遣職員 社員数に占める都派遣職員割合

1,5231,481 1,544 1,5201,541

265 236 228 219 167

156 156 156 156 200

28.4% 25.7% 24.9% 24.3% 24.1%

0

250

500

2015 2016 2017 2018 2019
非常勤社員 固有社員 社員数に占める都退職者の割合

392 375
421

384 367



２－２　２０１５年度以降の事業実施状況　（株式会社ＰＵＣ分）

≪「売上高」、「都財政受入額」、「職員数」の推移からの分析≫

２ー２－１　売上高から見る事業動向

　
２－２－２　都財政受入額の推移から見る都施策との連動性

　

２－２－３　職員数の推移から見る経営状況

○　区部営業所の受託拡大により売上高は微増傾向
　にあるが2018年度以降は、水道料金ネットワーク
　システムの改修等の受託により売上高が大きく増
　加している。

〇　水道局からの受入額は微増傾向にあり、要因は
　２－２－１のとおりである。

〇　水道局以外の各局からの受入額についても増加
　傾向にある。

〇　都派遣職員数は、営業所の受託の有無により年
　度ごとに増減しており、2019年度は江戸川営業所
　の新規受託により増加した。固有職員数は、営業
　所業務の受託拡大等により年々増加傾向にある。
　非常勤職員は、自主事業を整理したことにより、
　2017年度に減少した。

〇　職員の役割
　・固有職員
　　　社の総務、経理等の業務に従事するほか、非
    常勤職員の指導監督や業務執行の中核を担う。
　・非常勤職員
　　　パート社員、契約社員等で、CS事業の一次的
　　な顧客対応業務やヘルプデスク業務を担う。
　・常勤嘱託（都退職者）
　　　水道事業に関する広い知識を有し、業務経験
　　を活かした即戦力として業務に従事するほか、
　　固有職員及び非常勤職員に対する指導・育成を
　　行う。
　・都派遣職員
　　　政策連携団体と局の連絡調整業務に従事する
　　ほか、受託営業所にあっては、円滑に業務を移
　　行するため、担当業務のマネジメントやＯＪＴ
　　による社員の指導・育成を行う。

10,765 10,677 10,701 11,692 12,528 

526 589 742 
997 

885 11,291 11,266 11,442 
12,688 13,413 

92.9% 92.7%
95.1% 95.1% 94.6%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2015 2016 2017 2018 2019
水道局以外の都からの受入額 委託料

売上高に占める都財政受入額の割合

都財政受入額の推移（単位：百万円）

水道局からの受入額 委託料

※計数処理の関係で合計が合わない場合があります。

1 1 0 0 0

53 60 65 62 57

54
61

65 62
57

5.2%

6.0%
6.4%

6.0%

5.2%

-2.0%

-1.0%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

0

15

30

45

60

75

90

2015 2016 2017 2018 2019
常勤嘱託職員 固有職員 職員数に占める都退職者の割合

都退職者数（単位：人）

12,149 12,156 12,036 
13,336 

14,175 

2015 2016 2017 2018 2019

売上高（単位：百万円）

56 32 36 21 42

497 505 514 536 575

53 60 65 63 585 5 7 8 12
440 437 397 400 407

1,051 1,039 1,019 1,028 1,094

5.3%
3.1% 3.5%

2.0%
3.8%

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

2015 2016 2017 2018 2019

職員数 （単位：人）

都派遣職員 固有職員 常勤嘱託職員 その他常勤職員 非常勤職員

職員数に占める都派遣職員の割合



３－１　主要事業分野に関する分析　（東京水道サービス株式会社分）

（１／３）

事業
分野

事業
概要

　当社では、水道局からの委託を受け、管路施設の耐震化等に向けた更新や新設の設計積算業務に加
え、当該工事の施工管理を受託している。
　また、お客さまが使用する給水装置の工事受付・審査・検査業務も受託している。

各指標に基づく分析

売上
高

管路施設管理

事業
費用

再委
託費

社員
構成

6,091 5,944 5,891 5,801 5,989

818 858 881 899 815

1,483 1,421 1,955 1,874 1,976

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2015 2016 2017 2018 2019

百万円

その他

外注費

人件費

8,5748,392 8,7278,223

○ 2016年度までは、水道局における東京水

道施設整備マスタープランの着実な推進に

伴い、当社が受託している管路施設の設計

積算・工事監督等の業務量も増加していた。

○ 2017年度は水道局からの受託規模の縮小

に伴い売上高が減少したものの、2018年度

以降は再び増加に転じている。

○ 事業費用の内訳としては、人件費の割合

が最も大きく、例年、約７割程度を占めて

いる。

〇 2019年度は再委託していた業務を派遣社

員による実施に振り替えたため、外注費が

減少した。

○ 現場における調査・点検など、作業部分

を再委託し、当社では再委託先に対する指

導監督、工程管理を行っている。

○ 事業費に占める再委託費の割合は、１割

程度と低い水準にある。

○ 社員区分による役割分担
・都派遣…水道局との連絡調整、固有社員指導

・固有社員…設計・審査、積算、

工事業者指導、他企業等調整、

工程管理

・非常勤社員…軽易な現場作業、机上業務

・その他常勤…現場作業、机上業務

○ 従事社員職種割合

・事務職：１割程度

・技術職：９割程度

818 858 881 899 815 

9.1% 9.7% 10.1% 10.5%
9.3%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

0

500

1,000

2015 2016 2017 2018 2019

百万円

再委託

費

事業費

に占め

る再委

託割合

29 27 27 23 19

797 804
864 870 811

1 0
0 0

0

105 106
108 108

93

126 126 50 50 78

2.7% 2.5% 2.6% 2.2% 1.9%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

2015 2016 2017 2018 2019

非常勤社員

その他常勤

社員

常勤嘱託社

員

固有社員

都派遣職員

社員数に占

める都派遣

社員の割合

1,058 1,051 1,001
1,063 1,049

9,326 9,612 8,826 8,837 9,137

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2015 2016 2017 2018 2019

百万円

都財政

受入額

委託料

売上に

占める

都財政

受入額

の割合

8,780



事業
成果
③

主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

○ 配水小管・配水本管の設計に係る年間計

画を作成し、適切に進捗管理を行っている。

○ 設計を行うに当たり、水道管の現状や工

事対象路線の施工環境・ガス・下水道など

の他企業埋設物の状況を調査し、この調査

結果を踏まえ、施工方法を検討し、道路管

理者・他企業等への説明や調整を行ってい

る。

○ 2018年度以降は、水道局からの受託業務

規模が増加したため、設計延長距離が連続

○ 給水管工事事務所では、毎年10万件以上

の給水装置に係る新設・改造・撤去に関す

る工事申請を受け付け、着実に履行するこ

とにより、安定給水に貢献している。

○ また、実際に工事を請け負う指定事業者

に対する指導監督を担っており、給水装置

工事の施工の適正化を図っている。

○ 当社は配水小管・本管工事について、施

工会社の監督を行っており、設計図書に基

づき適切に実施しているかを確認し、施工

会社に指導を行うことで、局が発注した工

事を着実に完了させている。

○ また、工事の安全管理も行っており、適

切に指導し、事故防止を図っている。これ

により事故による工事中断を防ぎ、計画的

な管路更新に貢献している。

114,175 119,363 126,063 

107,794 
116,215 

2015 2016 2017 2018 2019

給水装置関連工事受付件数

（単位：件）

652.7

489.5

236.0
304.0

369.0

2015 2016 2017 2018 2019

小管・本管設計延長

（単位：ｋｍ）

688

576
491 488

588

2015 2016 2017 2018 2019

小管・本管工事監督件数

（単位：件）



３－１　主要事業分野に関する分析　（東京水道サービス株式会社分）

（２／３）

事業
分野

事業
費用

浄水施設管理

事業
概要

　浄水場・給水所等の水道施設の運転管理・維持保全を行っている。
　24時間体制で施設の運転状況を監視し、急激な水質の変化や水量の変化、設備の故障等の異常が発
生した際に、断水や濁水等によりお客さまに影響が出ないよう、迅速に対応し、安定給水を支えてい
る。

各指標に基づく分析

売上
高

再委
託費

社員
構成

1,658 1,678 1,746 1,826 1,843 

1,611 1,660 1,584 1,662 1,626 
195 136 611 640 670 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2015 2016 2017 2018 2019

百万円

その他

外注費

人件費
3,464 3,474

3,941 4,127

○ 売上高は、ほぼ横ばいで推移しているが、

近年は多摩地区水道施設運転管理等業務委

託の増により、微増傾向にある。

○ 近年の多摩地区水道施設運転管理等業務

委託の増に伴い、事業費用が増加している。

○ 浄水所・給水所等の水道施設の運転管理

・維持保全業務の一部を外注している。

○ 水道施設に設置されている設備に関して、

電気・計装関連の専門技術が必要な部分に

ついて再委託を行っている。

○ 水道施設の運転管理業務において、事故

・異状時の各種判断、水配等の水道局との

調整等、運用に係る主たる業務は当社が担

っている。

再委託先は、処理施設や設備機器の常時

監視や故障警報の収集記録等経常的な作業

を行っている。

○ 2017年度に減少して以降、再委託割合は

ほぼ横ばいで推移している。

○ 社員区分による役割分担

・都派遣…水道局との連絡調整、固有社員指導

・固有社員…外注先指導監督、工程管理、

異常発生時の対応判断

・非常勤社員…軽易な現場作業、机上業務

・その他常勤…現場作業、机上業務

○ 従事社員職種割合

・事務職：１割程度

・技術職：９割程度

3,849 4,013 3,982 4,078 4,151

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

0

2,000

4,000

2015 2016 2017 2018 2019

百万円
売上高

売上に

占める

都財政

受入額

の割合

1,611 1,660 1,584 1,631 1,626 

46.5% 47.8%

40.2% 40.3% 39.3%

0

1,000

2,000

2015 2016 2017 2018 2019

百万円

再委

託費

事業

費に

占め

る再

委託

割合

7 7 6 6 1

192

192
177 189

176

6 18
0 0

0

33 33
32 32

28

50 50
77

86 135

2.4% 2.3% 2.1% 1.9%
0.3%

0

50

100
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350

2015 2016 2017 2018 2019

非常勤社

員

その他常

勤社員

常勤嘱託

社員

固有社員

都派遣職

員

社員数に

占める都

派遣社員

の割合

300 313
340

288 292

4,139



主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

事業
成果
③

○ 自動水質計器・テレメータ・震災対策用

応急給水施設等の配水管附帯設備について

点検・障害対応を実施し、清浄な水道水を

必要な量と適正な圧力で送り届けられるよ

う、万全を期している。

○ また、点検・障害対応により発見された

老朽化した設備については、水道局とも協

議の上で修理・交換を行い、事故等を未然

に防止している。

○ 震災時でも飲み水が確保できるよう、震

災対策用応急給水施設の維持管理にも万全

を期している。

○ 当社は、浄水場・給水所等の水道施設の

運転管理・維持保全業務を行っている。

○ 24時間体制で施設の運転状況を監視して

おり、異常発生時には現場に急行し、原因

究明と応急処置を行っている。また、日常

の巡視点検により、部品の劣化状況を把握

するとともに、軽微な故障の早期発見に努

め、予防保全を図っている。これらの適切

な対応により、当社に起因する、断水や濁

水等お客さまに影響のある重大な事故は発

○ ボランティア主体の森林保全活動を通し、

多摩川水源地域の民有林の再生に取り組ん

でいる。

○ 森林隊活動の活発化を図ることで、多く

の都民に森づくりの大切さや水源に対する

理解促進に貢献している。

○ 水源林の適正な保全管理により、安定し

た河川流量の確保と小河内貯水池への土砂

流入を抑制している。

0 0 0 0 0

2015 2016 2017 2018 2019

重大事故件数 （単位：件）

9,373 9,169 9,213 8,795 8,545 

2015 2016 2017 2018 2019

配水管附帯設備点検件数

（単位：件）

163 156 158 157
136

2015 2016 2017 2018 2019

多摩川水源森林隊活動日数

（単位：日）

重大事故発生なし



３－１　主要事業分野に関する分析　（東京水道サービス株式会社分）

（３／３）

事業
分野

事業
費用

コンサルティング・調査

事業
概要

　安定給水の確保や管路及び附属設備を常に健全に保つためには、定期的・継続的な調査・診断が重
要である。
　当社では、水道局からの委託を受け、管路・給水所等の現状を多角的に調査・診断・評価し、維持
管理改善について、具体的な提言によるコンサル業務を行っている。

各指標に基づく分析

売上
高

再委
託費

社員
構成

449 531 726 747 769

2,329 2,239 1,851
1,239

384

245 414 550

539

347

0

1,000

2,000

3,000

2015 2016 2017 2018 2019

百万円

その他

外注費

人件費

3,127

1,500

3,023 3,184

2,525

○ 2016年度までは、水道局における東京水

道施設整備マスタープランの着実な推進に

伴い、当社が受託している管路・給水所等

の調査・コンサル等の業務量も増加してい

た。

〇 2017年度以降における管路維持管理業務

の業務量の減少や、2019年度における貯水

槽水道点検業務の業務量の減少により、売

上高が減少した。

○ 2017年度以降における管路維持管理業務

の業務量の減少や、2019年度における貯水

槽水道点検業務の業務量の減少に伴い、外

注費及びその他経費が減少した。

○ 現場における調査・点検など、作業部分

を再委託し、当社では点検結果に基づくコ

ンサル、再委託先に対する指導監督、工程

管理を行っている。

○ 2017年度以降は、水道局からの受託事業

規模の縮小に伴い、再委託費も縮小してい

る。

○ 社員区分による役割分担

・都派遣…水道局との連絡調整、固有社員指導

・固有社員…外注先指導監督、工程管理、

コンサル提案

・非常勤社員…軽易な現場作業、机上業務

・その他常勤…現場作業、机上業務

○ 従事社員職種割合

・事務職：１割程度

・技術職：９割程度

2,091 2,182
1,779

1,148

323

69.2% 68.5%

56.9%

45.5%

21.5%

0

1,000

2,000

2015 2016 2017 2018 2019

百万円

再委託

費

事業費

に占め

る再委

託割合

0 0 4 4 4

55 59 57 57 65
2

8
0 0

09
9 11 11

1012

19
41 41

60

0.0% 0.0% 3.54% 3.54%
2.88%

0

50

100

2015 2016 2017 2018 2019

非常勤社

員

その他常

勤社員

常勤嘱託

社員

固有社員

都派遣職

員

社員数に

占める都

派遣社員

の割合

95

139

78

113 113

3,010 3,355
2,782

2,010
1,052

349
215

381

410

411

89.6%
94.0% 88.0%

83.1%
78.1%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2015 2016 2017 2018 2019

百万円
その他売

上高

都財政受

入額委託

料

売上に占

める都財

政受入額

の割合

3,163

1,463

3,359 3,570

2,420



主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

事業
成果
③

○ 調査・点検の着実な実施に伴い、老朽化

した管路等の早期発見に繋がり、緊急対応

が必要な場合には、応急補修作業を行うこ

とで事故を未然に防ぎ、都民への安定給水

に貢献している。

○ 管路や附属設備の劣化状況等の調査デー

タを蓄積し、統計的分析による管路の劣化

予測を行うことができるようになり、維持

管理に寄与している。

○ 2018年度から、小管附属設備調査が水道

局から民間調査会社へ直接発注となり調査

数が減少した。2019年度からは、本管附属

設備調査も同様に直接発注となり、当社に

よる調査はなくなった。

69,062
61,721 60,637

24,859

0

2015 2016 2017 2018 2019

小管・本管附属設備調査数

（単位：箇所）

263 263 254 264 261

2015 2016 2017 2018 2019

漏水調査（時間積分式）

（単位：区画）

8,043 

12,363 

6,543 6,178 

1,776 

2015 2016 2017 2018 2019

貯水槽水道点検件数 （単位：件数）
○ 貯水槽水道の点検調査を実施し、設置者

に対して改善等について指導・助言を行っ

ている。

○ このほか、設置者に対し、増圧直結給水

方式の採用に向けてのアドバイスや見積サ

ービスを行っている。

○ 2019年度は、点検調査の対象を限定した

委託内容となったため、件数が減少してい

る。

○ 時間積分式漏水発見器を使用した効率的

な漏水調査を行うことで、早期に漏水を発

見することができ、東京都の高い有収率の

維持に貢献している。

○ 漏水のデータは、蓄積することで統計的

分析による管路の劣化予測を行うことがで

きるようになり、維持管理に寄与している。



３－２　主要事業分野に関する分析　（株式会社ＰＵＣ分）

（１／２）

事業
分野

事業
費用

カスタマーサービス事業

事業
概要

東京都水道局からの委託契約に基づき行う以下の事業
　・多摩地区サービスステーションにおける窓口業務、算定業務、徴収整理業務
　・区部営業所（受託６営業所）における窓口業務、算定業務、徴収整理業務
　・お客さまセンターにおけるお客さまからの各種電話対応（中止・開始、料金、漏水等）
水道カスタマーサービス業務に係る自主受託事業

各指標に基づく分析

売上
高

再委
託費

職員
構成

○ 区部営業所の受託拡大により売上高は増

加傾向にある。

○ 事業費用は、増加傾向にある。

○ 外注費は、新規自主事業の業務開始

（2018年10月～）やシステム改修により増

加した。

○ 安定的かつ効率的な運用を図るため、契

約社員、パート社員の活用を図っていると

ころである。また、執行体制の強化のため、

職務範囲が専ら営業業務に限定される「専

任社員」制度を2016年度に導入した。

○ 主な再委託はオペレーター派遣などであ

る。

○ 再委託費、事業費に占める割合ともに減

少傾向にあったが、2017年度については、

新たに設定されたお客さまセンターの応答

率の目標達成に向けた取組により増加した

が、2018年度には平準化を図った。

○ 区部営業所受託拡大により固有職員数は

増加傾向にある。

固有職員以外の区分毎の役割は以下のと

おり
・都派遣職員

知識・経験を活用しＯＪＴによる職員
の指導・育成を担う

・常勤嘱託職員（都退職者）
水道事業に関する広い知識を有し、固

有職員及び非常勤職員に対する指導・育
成を担う

・非常勤職員
主に顧客対応業務を担う

780 
770 

815 

789 

764 

14.9% 14.7% 14.9% 14.3% 13.1%
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事業費に
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委託費の

割合

※水道局以外の

都からの委託

料無し

5,465 5,431 5,687 5,728 6,085 

160 161 181 251 
408 5,592 5,868 5,978 

97.2% 97.1% 96.9% 95.8% 93.7%
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7,000

8,000
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都以外から

の受入額

水道局から

の受入額

売上に占め

る都財政受

入額の割合

3,794 3,801 3,782 3,773 3,820 

782 772 827 835 945 

646 648 846 911 1,056 
5,222 5,222 5,455 5,519 

5,821 
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人件費

事業費用（単位：百万円）

売上高（単位：百万円）

5,62 6,493

47 23 27 12 33 

272 289 321 363 
390 
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職員の割合

※計数処理に
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わない場合が

あります。



その他補足資料等

主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

事業
成果
③

○ 多摩地区のサービスステーションについ

ては、2006年度から段階的に運営業務を受

託し、2011年度からは全12サービスステー

ションを受託している。

〇 区部では、2011年度の板橋営業所を皮切

りに段階的に営業所の運営業務を受託し、

2019年度末現在、６営業所を受託している。

○ 受託後の各営業所については、受託時よ

り料金未納件数残比率が減少傾向である。

〇 2017年度の「料金算定保留率」の数値の

変化は寒波による水道管の凍結に伴う影響

である。

（※１） 料金未納件数残比率

支払期限経過後、一定の催告を行っても支払いのない債権を「料金未納」と呼ぶ。（支払期限経過後、

３～４箇月後に料金未納となる。）当年度の給水件数に対する当年度に未処理の料金未納件数の割合を

「料金未納件数残比率」という。

【料金未納件数残比率（％）＝（当年度末料金未納件数÷当年度給水件数）×100】

（※２） 料金算定保留率

検針委託会社が水道メータ定期検針を行い水道使用量を算定する際に、使用水量に大幅な増減があり、

その使用水量でお客さまに料金を請求することが不適当であると判断される場合に、原因調査のために使

用水量の算定を一時的に保留することがあり、「算定保留」と呼ぶ。

当年度の総調定件数に対する算定保留件数の割合を「料金算定保留率」という。

【料金算定保留率（％）＝（当年度末料金算定保留残件数÷当年度総調定件数） ×100】

0.0000%

0.0050%

0.0100%

2015 2016 2017 2018 2019

料金算定保留率の推移
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豊島 品川 江戸川
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92.3%
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お客さまセンター応答率 高いほど良い ○ お客さまセンターでの顧客対応業務は、

給水開始、使用中止等の各種届出の受付、

料金や漏水修繕の問い合わせなど多岐にわ

たり、幅広い知識が必要である。

〇 お客さまセンターでは、90％以上の高い

応答率を維持しながら、お問い合わせに対

するワンストップサービスを実施している。



３－２　主要事業分野に関する分析　（株式会社ＰＵＣ分）
（２／２）

事業
分野

売上
高

ⅠＴ事業

事業
概要

東京都水道局からの委託契約に基づき行う事業
・「水道料金ネットワークシステム」及び「多摩水道料金等ネットワークシステム」の構築・運用
等
ＩＴ業務に係る自主受託事業
・教育庁人事給与システムの構築・運用　等

各指標に基づく分析

事業
費用

再委
託費

職員
構成

○ ＩＴ業務の売上の大半は、水道料金ネッ
トワークシステムの運用等に係る局からの
委託料である。2017年度までは減少傾向に
あったが水道料金ネットワークシステムの
改修などの受注により2018年度以降は増加
している。

○ 水道局以外からの売上は、教育庁人事給
与システム運用等の自主受託事業に係る委
託料で、ほぼ横ばいであったが、2017年度
からは大規模なシステム改修があり増加し
ている。

○ 都以外からの売上げは年度により変動が
あるが、2017年度については、事業の整理
により減少している。

○ 人件費については、概ね横ばいである。

○ 外注費については、年度毎の受注内容に

より変動がある。2018年度からシステム改

修作業の本格化により増加した。

○ 「その他」の内容は、電算機器賃借料等

である。

○ 主な再委託内容は、データ入力業務、検

針票・納入通知書・ハガキ等の印刷業務等

である。

○ 再委託費については、各年度における受

注内容により変動がある。

〇 2018年度から、システム改修作業の本格

化により増加した。

○ 職員数は横ばい傾向にあったが、2017年

度については、事業の整理により減少して

いる。

それぞれの職員の役割は以下のとおり

・固有職員

SE等としてシステム開発、システム運

用、顧客対応業務を担う

・非常勤職員

システムに係るヘルプデスク業務や、

管理・庶務補助に携わるパート社員等
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主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
③

事業
成果
②

○ 局からの委託契約以外にＩＴ技術と自治

体のシステムに関するノウハウを活用して

自主受託事業を展開している。

○ その結果、水道局以外の都各局を始め、

他の自治体、共済組合、公益法人等から広

く契約を受注している。

○ 売上高の大半はシステム開発・改修後の

運用業務となっているが、社の経営の安定

化を目指し、技術力・ノウハウを活用した

営業努力等により、毎年度一定規模の開発・

改修業務を受注している。
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団体

戦略番号

戦
略
１

水道施設の維持管理など
技術系業務の効率的な執
行体制の整備

見
直
し

①

【目標①】受託業務拡大に備え、現場における幅広い経験と専門的な知識を
有する社員を確保
【目標②】技術系受託業務へのＩＣＴ技術の導入・ＤＸ推進による業務効率化
（40業務のうち５業務）

事業
運営

〇 〇

戦
略
２

お客さま対応など営業系
業務の効率的な執行体制
の整備

見
直
し

①⑦

【目標①】営業所の運営費を５％削減（2020年度受託済営業所を対象）
【目標②】給水装置業務を含めた営業所等の窓口サービスの改善・向上
【目標③】お客さまセンターのオペレーター業務に係る運営費を２％削減
（2019年度比）

事業
運営

〇 〇

戦
略
３

IＣTなど新技術を活用し
た戦略的な自主事業等の
展開

見
直
し

①⑥

【目標①】水道関連自主事業の新規業務受託（５件以上）
【目標②】公共ＩＴ自主事業の新規業務受託における受注判断プロセスと
プロジェクトマネジメント手法の改善
【目標③】ＤＸ推進等による社内業務の改善・新規業務の開発、商品化
（試行を含め３件以上）

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
４

ＤＸの推進等による安定
的な業務運営を支える経
営基盤の強化

見
直
し

①③④

【目標①】意識調査において、20項目中11項目が他社平均以上（2020年度:６項目）
【目標②】2023年度末の定着率95％（2021年度採用者分）
（2017年度採用者:89.4％）
【目標③】全てのセグメント（局受託業務（水道施設管理、ＣＳ）、
自主事業（水道、ＩＴ））において営業利益を確保

組織
運営

〇 〇 〇

戦
略
５

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都⾧期
戦略

（様式１）

 東京水道(株) （所管局） 水道局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携



経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

⾧期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

②

（様式２）
 東京水道(株)

戦略１
水道施設の維持管理など技術系業務の効率的な執行体制の
整備

事業
運営

水道局が策定した「東京水道⾧期戦略構想2020」では、当社への積極的な業務移転と新たな性能発注方式による包括委託により政策連携団体の創意工夫を発
揮させる方向性が明示されており、技術系業務は今後20年で業務移転される。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆業務移転の開始当初は、都OBの採用や退
職派遣などにより、社員を確保し業務を運
営するとともに、若手社員への技術の継承
を図ってきた。

◆しかし、現在は、都OB社員の退職が増加
するとともに、社員の採用が難しくなって
おり、今後の受託拡大に向けた更なる人材
の確保・育成や技術継承が困難となってい
る。

◆こうした状況の中でも、今後予定されて
いるこれまで経験のない新たな技術系業務
の移転に確実に対応しなければならない。

◆技術系業務の実務研修やOJTの充実など
により、個々の社員のレベルを向上させる
とともに、ICT技術の積極的な活用やDXの
推進によって業務を効率化させる。

【目標①】受託業務拡大に備え、現
場における幅広い経験と専門的な知
識を有する社員を確保

【目標②】技術系受託業務へのICT
技術の導入・DX推進による業務効
率化（40業務のうち５業務）

今後の業務移転を見据え
た新たな研修の実施

今後の業務移転・性能発
注方式を見据えたOJTの
見直し

業務の習熟度を測る仕組
みの検討・実施

受託業務のICT化・DX推
進



（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・（新規）
・新規の受託業務内容について局との調整を踏まえ、新た
な研修科目を検討

・新規の受託業務内容について局との調整を踏まえ、新た
な研修科目を検討
・新規研修を１科目実施（計21科目）

・新規の受託業務内容について局との調整を踏まえ、新た
な研修科目を検討
・新規研修を２科目実施（計23科目）・見直し

・浄水場運転管理に関する業務のマニュアルの見直し
・浄水場運転管理に関する業務マニュアルをOJTでも活用し
やすい内容に改善
・浄水場の包括受託に則した実践的なOJTプログラムの検討

・浄水場の包括受託に則した実践的なＯＪＴプログラム
（設計・施工、水質管理、事故対応等）の実施
・今後の性能発注方式を見据え、創意工夫を反映したＯＪ
Ｔの実施方法を検討

・浄水場の包括受託に則した実践的なＯＪＴプログラムの
検証・見直し
・今後の性能発注方式を見据え、創意工夫を反映したＯＪ
Ｔの実施方法を検討

・（新規）
・研修理解度や業務スキルを測る仕組みの検討・策定
・TWエキスパート制度（仮称）の検討

・研修理解度や業務スキルを測る仕組みの導入
・TWエキスパート制度（仮称）の運用開始

・研修理解度や業務スキルを測る仕組みの検証・見直し
・TWエキスパート制度（仮称）の運用

・技術系受託業務フローの分析・見直し検討
・ＤＸ推進に向けた社内ＰＴによる検討

・工事事故対応でのタブレット等携帯端末の試行導入
・社内ＰＴにおける検討を踏まえた受託業務へのDX推進に
向けた具体的な活用を検討（点検データの蓄積、局提出報
告書等のペーパーレス化等）

・工事事故対応以外の業務でのＩＣＴ機器(タブレット等携
帯端末、ドローン、ウェアラブルカメラ)の試行導入
・点検データ等のデータベース化の実施
・局提出報告書等のペーパーレス化の試行

・本格実施（５業務）
・５業務以外の受託業務への拡大を検討

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績



経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

⾧期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

②

③

（様式２）
 東京水道(株)

戦略２ お客さま対応など営業系業務の効率的な執行体制の整備
事業
運営

水道局が策定した「東京水道⾧期戦略構想2020」では、当社への積極的な業務移転と新たな性能発注方式による包括委託により政策連携団体の創意工夫を発
揮させる方向性が明示されており、営業系業務は今後10年で業務移転される。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆業務移転の開始から10年以上が経過し、
これまでの営業所やお客さまセンターの運
営などを通じて、お客さま対応に必要な経
験・ノウハウが蓄積されており、安定的な
業務運営が確保できている。

◆今後は、更なる営業所の移転による業務
量の増加に対応しつつ、当社独自の創意工
夫を行うことで、より効率的な業務執行体
制を確保した上で、お客さまサービスを向
上させなければならない。

◆今後の営業所の移転に伴う業務の拡大や
区部・多摩お客さまセンターの機能の一元
化に伴うセンター運営の見直しを見据え
て、ICT技術の積極的な活用により、効率的
な業務運営体制の構築や業務改善を実施す
る。

【目標①】営業所の運営費を５％削
減（2020年度受託済営業所を対
象）

【目標②】給水装置業務を含めた営
業所等の窓口サービスの改善・向上

【目標③】お客さまセンターのオペ
レーター業務に係る運営費を２％削
減（2019年度比）

効率的な業務運営による
コストの最適化

営業所・サービスステー
ション窓口の総合窓口化

窓口の混雑情報の提供、
オンライン受付の実施

お客さまセンター機能の
一元化による運営体制の
見直し



（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・（新規）
・受託営業所やサービスステーションにおける効率的な社
員配置等の検討

・受託営業所やサービスステーションにおける効率的な社
員配置等の試行
・運営費削減（３％）

・受託営業所やサービスステーションにおける効率的な社
員配置等の本格実施・検証
・運営費削減（２％、計５％）

・サービスステーションの給水装置窓口で手数料の徴収を
開始
・口座申込Web化、請求書ペーパーレス化、給水装置工事
電子申請対象拡大等の窓口でのＰＲ方法の検討

・社内ＰＴにおいて、給水装置業務と営業所業務について
一体的に案内可能な総合窓口の検討、水道局との調整
・相談・ＰＲを一体的に行う街角イベントの運用マニュア
ル作成
・関係社員への研修実施

・総合窓口化を試行し、一体的な案内を実施（２か所）
・街角イベントにおける一体的な相談・ＰＲの試行
・試行を踏まえた効果の検証、改善策の検討

・総合窓口を本格実施（20か所）
・全受託事業所での街角イベントにおける一体的な相談・
ＰＲの実施

・混雑解消のため、マーカー等動線の設置

・混雑状況を分析し、情報提供の内容を選定
・受付のオンライン予約の検討
・新型コロナウイルス感染症の状況を見ながら電子申請出
前講座の開始

・混雑情報提供の試行（２か所）
・オンライン予約の試行（２か所）
・電子申請出前講座の継続実施・検証

・混雑情報提供の本格実施（20か所）・検証
・オンライン予約の本格実施（20か所）・検証
・検証を踏まえた電子申請出前講座内容の改善、実施

・お客さまセンター機能の一元化について局と調整
・ＡＩについて、なりすましに係るキーワードを登録し、
アラート表示させることで不適正処理防止対策を検討

・お客さまセンター機能一元化後の人材派遣及び社員の効
率的な配置、ナビダイヤル（用途別番号振分）の検討
・緊急時ナビの要件等を整理、ユーザ―権限の拡大・試行
・活用促進のため、ＡＩタブレットのコンテンツを改善

・お客さまセンターでの人材派遣及び社員の効率的な配
置、ナビダイヤルの試行による運営費削減（１％）
・改修後の緊急時ナビの本格活用、社内運用者の拡大

・お客さまセンターでの人材派遣及び社員の効率的な配
置、ナビダイヤルの本格実施・見直しによる運営費削減
（１％、計２％）
・緊急時ナビの運用状況の検証・改善

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績



経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

⾧期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

②

①②

③

（様式２）
 東京水道(株)

戦略３ IＣTなど新技術を活用した戦略的な自主事業等の展開
事業
運営

改正水道法施行に伴い、全国の水道事業体で広域連携や官民連携が拡大の見込みであり、当社の強みを生かした新たな事業展開が期待されるとともに、働き
方改革の進展や新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、ICT活用・DX推進が加速している。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆水道局からの受託業務を通じて蓄積した
技術・ノウハウをもとに、技術系・営業
系・ＩＴ系に関する業務を他の水道事業体
等から受託するなど、自主事業を展開して
きた。

◆現在、売上の約９割を水道局からの受託
事業が占めているが、今後、他事業体等か
らの自主事業割合を拡大し、経営の自主性
を向上させていかなければならない。

◆一方で、2019年度決算の自主事業におい
て営業損失が発生したため、原因分析を通
じた対策を実施することで、早急な改善に
取り組む必要がある。

◆また、水道局からの受託事業に対応する
人材の確保が必要なため、新たな事業を展
開するための体制の不足が見込まれる。

◆現在受注している自主事業の内容を精査
して事業の選択と集中を図り、水道関連事
業を中心とした戦略的な営業活動を展開し
て新たな受注に結び付ける。

◆受注前の収支見通しの精緻化、プロジェ
クトマネジメント手法の見直しにより、営
業損失の大きな要因である公共IT自主事業
の改善に結び付ける。

◆ＩＣＴ活用・ＤＸ推進を踏まえた社内業
務の改善や他企業との連携等を通じた新技
術の開発により、新規業務を商品化して受
注に結び付ける。

【目標①】水道関連自主事業の新規
業務受託（５件以上）

【目標②】公共ＩＴ自主事業の新規
業務受託における受注判断プロセス
とプロジェクトマネジメント手法の
改善

【目標③】ＤＸ推進等による社内業
務の改善・新規業務の開発、商品化
（試行を含め３件以上）

既存事業の採算性の精査

受注判断プロセスやプロ
ジェクトマネジメント手
法の検証・改善

新規業務受託に向けた検
討・実施

新規業務の開発・商品化
に向けた検討・実施



（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・2019年度プロジェクト別収支管理の分析
・業務の執行体制や収益の確保状況を基に、見直しを行う
事業の方向性を確定

・顧客のニーズ把握、体制の見直しの検討等を通じて、徹
底的に採算性の精査を行い、必要に応じて既存受託事業か
らの撤退も含めて、委託者と調整

・顧客のニーズ把握、体制の見直しの検討等を通じて、徹
底的に採算性の精査を行い、必要に応じて既存受託事業か
らの撤退も含めて、委託者と調整

・取締役会で新規受託の審議、工程管理等の進捗状況報告
・プロジェクトマネージャーがシステム開発の工程管理等
をより厳格に実施
・監査等委員の意見を踏まえ、外部の視点を活用してプロ
ジェクト管理を支援することにより、リスク監視の精度を
向上

・契約内容や仕様の精査、収支見通しの精緻化、委託者と
の協議など、受注判断プロセスの見直し
・プロジェクトマネジメント手法や外部の視点を活用した
リスク管理体制の見直し

・受注判断プロセスの実施・検証・改善
・プロジェクトマネジメント手法の実施・検証・改善
・見直したリスク管理体制の検証・改善

・受注判断プロセスの実施・検証・改善
・プロジェクトマネジメント手法の実施・検証・改善
・見直したリスク管理体制の検証・改善

・地元企業との協業による営業活動を展開
・営業戦略の策定に向けた検討
・スマートメータ拡大に伴うデータセンターのクラウド化
など、事業化に向けた対応を検討

・地元企業との協業による営業活動に加え、WEB会議シス
テム等、新たな営業手法を活用した営業活動を展開
・市場動向を踏まえた営業戦略の策定
・営業戦略を踏まえた自主事業計画の策定
・既存業務の終了に合わせた新たな組織体制の検討

・自主事業計画に基づく営業活動により水道関連自主事業
を新規受託（２件）
・新たな組織体制のもと、自主事業計画に基づく営業活動
により公共ＩＴ自主事業を新規受託

・自主事業計画に基づく営業活動により水道関連自主事業
を新規受託（３件、計５件）
・自主事業計画に基づく営業活動により公共ＩＴ自主事業
を新規受託

・ＤＸ推進に向けた社内ＰＴを設置し、課題に応じた具体
的な活用方法の検討及びニーズ発掘を行う５つの部会を設
置
・社内の一部署で作成した業務システムの全社展開を検討

・ＩＣＴやＤＸを取り入れた社内業務の改善の試行（２
件）
・新技術の開発に関する他企業等との折衝・調整（３件）

・ＩＣＴやＤＸを取り入れた社内業務の検証
・新技術の開発に向けた他企業等との連携（１件）

・ＩＣＴやＤＸを取り入れた社内業務の改善又は新規業務
の開発・商品化（２件）
・他企業等と連携した新技術の開発（１件）

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績



経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

⾧期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

①②

①②

③

③

（様式２）
 東京水道(株)

戦略４
ＤＸの推進等による安定的な業務運営を支える経営基盤の
強化

組織
運営

水道局からの受託業務を始めとした当社の業務を安定的かつ効率的に履行するためには、人材や財務などの会社の経営基盤の強化が必要である。

団体における現状(課題) 課題解決の手段 ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆コンプライアンスの強化に向けた取組の
中で、全社員意識調査を実施したところ、
エンゲージメントが他社平均に比べ低いこ
とが明らかとなっている。

◆また、2017年度からプロジェクト別収支
管理を実施し、経営状態の把握に努めてき
たが、十分に機能しているとは言えず、一
部の自主事業に単年度の費用が集中するこ
とで、2019年度決算において営業損失が発
生している。

◆さらに、統合を機に、更なる効率化を進
め、経営基盤の強化を図らなければならな
い。

◆ICT活用・DX推進を通じた働き方改革や
多様な人材確保に取り組むことでエンゲー
ジメントの向上を図るとともに、会計業務
を見直すことで経営状態を正確かつ迅速に
把握し、経営判断に活用する。

◆具体的には、テレワークの更なる推進や
業務プロセスの見直しなどを行うことで、
働きやすい環境を整備する。

◆また、新たな統合基幹業務システムを導
入することで、会計業務を効率化・自動化
し、プロジェクト別収支管理を見直す。

◆さらに、統合を契機として固定費を削減
することで、効率的な業務運営を実現す
る。

【目標①】意識調査において、20項
目中11項目が他社平均以上（2020
年度:６項目）

【目標②】2023年度末の定着率
95％（2021年度採用者分）
（2017年度採用者:89.4％）

【目標③】全てのセグメント（局受
託業務（水道施設管理、ＣＳ）、自
主事業（水道、ＩＴ））において営
業利益を確保

エンゲージメントの向上
に向けた業務プロセスの
見直し

ＩＣＴの活用や環境整備
による働き方改革の推進

今後の事業展開を見据え
た人材の確保・育成

新システムの導入等を通
じたプロジェクト別収支
管理の見直し

統合を機とした固定費の
削減（2019年度比）



（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・社内で技術系受託業務に関する共通課題について洗い出
しを行い、局との調整を実施

・お客さまサービス業務に関する共通課題の洗い出し
・業務プロセスの見直しを行う社内ＰＴの設置・検討

・社内ＰＴの検討結果を踏まえた業務プロセスの見直し
・社員の率先した業務プロセス改革意識の醸成

・社内ＰＴによる業務プロセスの見直しの継続
・実施した取組の検証を通じた取組の見直し

・テレワーク・5つのレスの推進など、ＤＸの推進による業
務軽減の検討
・技術系職場における女性更衣室の設置に向けた調整

・くるみん、えるぼし、育児と仕事の両立支援制度等の外
部機関認証の取得に向けた条件整備
・テレワークの推進に向け、電子決裁の徹底や押印廃止に
向けた規程改正等を実施
・技術系職場における女性更衣室の設置

・くるみん、えるぼし、育児と仕事の両立支援制度等の外
部機関認証を取得（１件）
・ＤＸを活用した生産性向上につなげる働き方改革の検討
・技術系職場における女性更衣室の設置

・くるみん、えるぼし、育児と仕事の両立支援制度等の外
部機関認証を取得（２件、計３件）
・生産性向上のために、ＲＰＡや業務のシステム化を導入
・技術系職場における女性更衣室の設置

・キャリア活用採用の応募者数拡大のための運用の見直し
・社員のキャリアパスの意識把握のための異動希望調査
・「人事異動の考え方」の策定及び社内インターンシップ
の検討
・リモートによる適性検査及び採用面接の一部実施

・局ＯＢ等が一定期間特定の業務に従事する柔軟な働き方
を可能とする人材登録制度を検討
・退職理由等を分析し、人事施策の改善を検討
・受託業務と自主事業の両方に対応可能なＩＴ人材の育成
を検討・実施

・人材登録制度の運用を開始
・人事施策を改善
・若手社員を対象としたモチベーション向上策を実施
・ＩＴ人材を柔軟に配置し、事業の進捗管理を通じて中核
人材を育成

・人材登録制度の継続運用
・人事施策の改善に関する検証
・若手社員を対象としたモチベーション向上策を検証
・ＩＴの中核人材をリーダーとして担当させマネジメント
能力を向上

・適時の収支報告及びプロジェクト別収支管理の実施に向
けた検討

・新たな統合基幹業務システムの選定及びそれに合わせた
現行業務手順の見直し案の作成
・プロジェクト別収支管理を強化するための分析手法を検
討・確定し、2020年度決算を対象にその分析手法を試行
・収支改善が必要な業務について、改善策の検討・実施

・新たな統合基幹業務システムの調達、試行、運用準備
・2021年度に試行した分析手法の検証・更なる改善を行
い、2021年度決算を対象に分析を実施
・収支改善が必要な業務について、改善策の検討・実施

・新たな統合基幹業務システムを本格稼働させ、適時の収
支報告及びプロジェクト別収支管理を実施
・適時の分析を活用して、収支改善が必要な業務につい
て、改善策を適時適切に検討・実施

・統合に伴う固定費の削減（役員数の見直し、間接部門の
人員削減、健康保険の見直し）:年約180百万円

・統合に伴う固定費の削減（役員数の見直し、間接部門の
人員削減、業務システムの効率化、健康保険の見直し）:
年約200百万円

・統合に伴う固定費の削減（役員数の見直し、間接部門の
人員削減、業務システムの効率化、健康保険の見直し）:
年約230百万円

・統合に伴う固定費の削減（役員数の見直し、間接部門の
人員削減、業務システムの効率化、健康保険の見直し）:
年約230百万円

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績



・ＦＡＸレス対応不可の業務の洗い出し、それ以外は原則として廃止の方向で調整
・デジタルツール等の活用により、対応可能なＦＡＸの送信数・受信数を2020年度比で
95％削減する（本社管理部門等・例外除く）

・ペーパーレス化推進について社内通知を実施
・スキャナー（PDF化）の活用、タブレットによるペーパーレス会議、ｗｅｂ会議の推進
・通知の添付資料は、グループウェアや社内ＬＡＮ上の共有フォルダに格納

・コピー用紙の使用量を2020年度比で30％削減する（本社管理部門等・例外除く）

・団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し ー

テレワーク
・テレワーク実施率の目標値を設定し、新型コロナウイルス感染症対策を推進
【テレワーク実施率の目標値】
ؙ管理本部３割、各本部:業務に支障がない範囲

・テレワーク勤務可能な社員については月40％※実施（2022年2月対象）
※「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な常勤社員数」により算出

キャッシュレス

タッチレス
・オンライン入札の導入を検討
・会社説明会、採用時面接、職場紹介等、採用活動のリモート開催を検討

・2021年度末までに管理本部対応のオンライン入札（一般競争入札）を実施する。
・リモートで採用活動を実施する（2021年度に実施する職場紹介（職場見学会）のう
ち、50％以上をリモートで実施）。

５
つ
の
レ
ス

はんこレス ・受託業務を除く当社が定める様式について、順次規程等の改正を検討 ・団体の規程等に基づく、対応可能な手続については、全件規程等を改正

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

・2020年度から稟議起案や一部の社内申請手続について、ワークフローシステムを導入

・団体の規程等に基づく、対応可能な手続については、全件規程等を改正
・社内通知の実施などにより、稟議起案は2020年度から導入したワークフローシステム
を原則利用するものとし、2021年度の稟議決裁におけるワークフロー決定率は80％以上
とする。

共通戦略 手続のデジタル化・５つのレスの推進・テレワーク

 東京水道(株)

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標


